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第１２期 決 算 公 告 

平成 30年 5月 30日 

東京都港区東新橋一丁目 9番 3号 

日通キャピタル株式会社 

代表取締役社長 中本 孝 

貸 借 対 照 表 

  

（単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

(資 産 の 部)   (負 債 の 部)   

【流動資産】    87,496 【流動負債】 83,828 

   現金及び預金 14,529   電子記録債務 3,547 

  電子記録債権 1,286  買掛金 2,940 

   売掛金 2,708   未払金 34 

   棚卸資産 2,149   未払法人税等 117 

  営業貸付金 62,925  預り金 77,135 

  未収金 3,845  賞与引当金 4 

   繰延税金資産 7   その他 48 

  その他 43    

【固定資産】 57 【固定負債】 12 

有形固定資産 16    資産除去債務 4 

建物 7   退職給付引当金 8    

   車両運搬具 6 負 債 合 計 83,841 

  工具器具備品 2 (純 資 産 の 部)  

 無形固定資産 36 【株主資本】 3,707 

  ソフトウェア 36 資本金 2,000 

  投資その他の資産 4 利益剰余金 1,707 

   繰延税金資産 3   利益準備金 40 

  その他 1  その他利益剰余金 1,667 

      繰越利益剰余金 1,667 

    【評価・換算差額等】 3 

       繰延ヘッジ損益 3 

         純 資 産 合 計 3,711 

   資 産 合 計  87,553   負債純資産 合計 87,553 

(注)記載金額は百万円未満を切捨てして表示しております。 

 平成 30年 3月 31日現在  
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損 益 計 算 書 

 自 平成 29 年 4 月 1 日 

至 平成 30 年 3 月 31 日 

 

 

（単位：百万円） 

科  目 金  額 

  売上高  21,987 

  売上原価  21,464 

   売上総利益  522 

  販売費及び一般管理費  165 

   営業利益  357 

   営業外収益   

    為替差益 90  

    その他 3 93 

  営業外費用  2 

   経常利益  448 

  特別損失  0 

   税引前当期純利益  448 

   法人税、住民税及び事業税 142  

   法人税等調整額 △2 140 

   当期純利益  307 

(注)記載金額は百万円未満を切捨てして表示しております。 
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１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

Ａ．棚卸資産の評価基準および評価方法 

   購買代行事業：個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法により算定） 

 

Ｂ．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

   定額法。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

    建物付属設備    ８年～15年 

    車両運搬具     ６年 

    工具器具備品    ４年～15年 

(2) 無形固定資産 

定額法。なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年間）による定額法を採用しております。 

 

Ｃ．引当金の計上基準 

(1)  賞与引当金 

従業員に支給する賞与の当期負担分について、支給見込額基準により計上し

ております。 

(2)  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務の見込額を計  

上しております。 

 

Ｄ．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

         消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。                          

 なお、資産に係る控除対象外消費税等は全額費用処理しております。 

 

(2) 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

   なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務につい

ては、当該為替予約等の円貨額に換算しております。  
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２． 会計方針の変更に関する注記 

当社の有形固定資産の減価償却方法については定率法を採用しておりましたが、当事

業年度より親会社である日本通運株式会社が有形固定資産の減価償却方法を定率法か

ら定額法に変更することに伴い、親子会社間の会計処理を統一することを目的として

当事業年度より定額法に変更いたしました。 

この変更により、従来の減価償却方法と比較した場合、減価償却費用は 1 百万円減少

し、営業利益、経常利益、税引前当期純利益はそれぞれ 1百万円増加しております。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

Ａ．有形固定資産の減価償却累計額      7百万円 

 

Ｂ．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

金銭債権                18百万円  

金銭債務             30,174百万円  

 

Ｃ．貸出コミットメント 

当社は、親会社およびグループ会社の間でＣＭＳ運営基本契約を締結し、ＣＭＳに

よる貸付限度額を設定しております。 

これら契約に基づく当事業年度末の貸付未実行残高は次のとおりであります。 

 ＣＭＳによる貸付限度額の総額   78,506百万円 

  貸付実行残高            5,921百万円 

 差引貸付未実行残高        72,584百万円 

 対象会社数               156社 

 

なお、上記ＣＭＳ運営基本契約において、資金使途が限定されるものが含まれるた

め、必ずしも全額が貸出実行されるものではありません。 

  

４．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認等であります。 
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５．関連当事者との取引に関する注記 

Ａ．親会社                          （単位：百万円） 

属 性 会社の 

名 称 

議決権等

の所有（被

所有）割合 

関連当事

者との関

係 

取引の内容 

 

取引金額 

（注１） 

科 目 期末残高 

 

親会社 日本通運 

株式会社 

被所有  

直接 

100％ 

資金貸借 

運送取引 

役員の兼任 

資金の貸付 

資金の受入 

利息の受取 

手数料等受取 

利息の支払 

運送料等支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

187 

87 

4 

405 

売掛金 

未収金 

営業貸付金

買掛金 

未払金 

預り金 

18 

0 

― 

48 

2 

30,123 

Ｂ．兄弟会社等                        （単位：百万円） 

属 性 会社の 

名 称 

議決権等

の所有（被

所有）割合 

関連当事

者との関

係 

取引の内容 取引金額 

（注１） 

科 目 期末残高 

 

 

親 会 社

の 子 会

社 

日通商事 

株式会社 

なし 資金貸借 

 

電子記録

債権代行 

資金の貸付 

資金の受入 

利息の受取 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

37 

0 

未収金 

営業貸付金

未払金 

預り金 

3,223 

35,000 

2 

198 

親 会 社

の 子 会

社 

日通ﾄﾗﾝ ｽ

ﾎﾟｰﾄ 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の受取 

―（注 2） 

―（注 2） 

7 

営業貸付金

預り金 

― 

4,112 

― 

― 

親 会 社

の 子 会

社 

日 通 不 動

産 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

0 

営業貸付金

未払金 

預り金 

― 

0 

10,520 

親 会 社

の 子 会

社 

日通・ﾊﾟﾅｿﾆ

ｯｸﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

1 

営業貸付金

預り金 

― 

― 

11,718 

― 

親 会 社

の 子 会

社 

日通 NEC 

ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の受取 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

0 

0 

営業貸付金

預り金 

― 

― 

― 

1,449 

― 

― 

親 会 社

の 子 会

社 

株式会社 

ﾜﾝﾋﾞｼｱｰｶｲ

ﾌﾞｽﾞ 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の受取 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

21 

0 

営業貸付金

預り金 

― 

― 

13,929 

3,429 

― 

― 
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親 会 社

の 子 会

社 

日本海運 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の受取 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

9 

0 

営業貸付金

預り金 

― 

― 

2,303 

2,306 

― 

― 

親 会 社

の 子 会

社 

北 日 本 海

運 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

0 

営業貸付金

預り金 

― 

― 

1,412 

― 

親 会 社

の 子 会

社 

蔦井倉庫 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の受取 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

    17 

0 

営業貸付金

預り金 

― 

― 

1,052 

40 

― 

―     

親 会 社

の 子 会

社 

東 北 ト ラ

ック 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の受取 

―（注 2） 

―（注 2） 

4 

営業貸付金

預り金 

― 

1,360 

― 

― 

親 会 社

の 子 会

社 

日通名古屋

製鉄作業 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

0 

営業貸付金

預り金 

― 

― 

813 

― 

親 会 社

の 子 会

社 

大阪倉庫 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

0 

営業貸付金

預り金 

― 

― 

1,525 

― 

親 会 社

の 子 会

社 

徳島通運 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

0 

営業貸付金

預り金 

― 

― 

1,351 

― 

親 会 社

の 子 会

社 

備後通運 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

0 

営業貸付金

預り金 

― 

― 

1,384 

― 

親 会 社

の 子 会

社 

境 港 海 陸

運送 

株式会社 

なし 資金貸借 資金の貸付 

資金の受入 

利息の支払 

―（注 2） 

―（注 2） 

0 

営業貸付金

預り金 

― 

― 

1,123 

― 

 

（注1） 取引金額には消費税等を含めておりません。 

（注2） グループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・システムにお

ける取引であり、参加会社間で資金の貸借を日次で行っているため、取引金

額は記載しておりません。なお、金利については、市場金利を勘案して決定

しております。 
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６．１株当たり情報に関する注記 

   Ａ．１株当たり純資産額     92,798円 75銭 

Ｂ．１株当たり当期純利益       7,694円 34銭 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 


